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Ⅰ 開題 CSR 会計と CSR 報告書の展開 （菊谷正人） 
 
 米国では、1960 年代後半に企業の社会的責任（corporate social responsibility : CSR）
に関する社会的認識が高まり、1970 年代に入ってから社会責任会計(socially responsible 
accounting)が脚光を浴びた。「企業の社会的責任」とは、企業の株主（資金提供者）の利益
ばかりではなく、企業が社会的利益に貢献することを目的として行動する責務をいうが、
たとえば、その報告方法としてリノウズ (D. F. Linowes)の社会経済的活動報告書
(Socio-Economic Operating Statement)、コラントニー＝クーパー＝ダイツァー(C. S. 
Colantoni, W. W. Cooper and H. J. Dietzer)の多次元損益計算書 (Multidimensional 
Income Statement)、サイドラー (L. J. Seidler)の社会的損益計算書 (Social Income 
Statement)、エステス(R. Estes)の社会的影響損益計算書(Social Impact Statement)、アプ











として社会的・財務的貸借対照表と社会的・財務的損益計算書 (Social and Financial 
                                                   
1 菊谷正人「環境会計の課題」『社会関連会計研究』第 8 号, 1996 年, 19 頁。 
2 David F. Linowes, "The Accounting Profession and Social Progress", The Journal of Accountancy, 
July 1973, p.39. 
3 Claude S. Colantoni, W. W. Cooper and H. J. Dietzer, “Budgeting Disclosure and Social Accounting” 
in Meinolf Dierkes and Raymond A. Bauer (eds.) Corporate Social Accounting, Praeger Publishers 
Inc., 1973, pp.376-377. 
4 Lee J. Seidler, “Dollar Values in the Social Income Statement” in L. J. Seidler and L. L. Seidler (eds.) 
Social Accounting―Theory, Issues and Cases―, Melville Publishing Company, 1975, p.11. 
5 Ralf W. Estes, Corporate Social Accounting, Jhon Wiley and Sons, Inc., 1976, pp.96-97.（名東孝ニ監
訳・青柳清訳『ラルフ・W・エステス著 企業の社会会計』中央経済社、昭和 54 年、132-133 頁。） 
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1999 年に米国 NPO 組織のセリーズ（CERES）が国連と連携して作成した「GRI ガイドラ
イン」9が重視する「持続可能性」（sustainability）を保証する要素として、企業活動の「環
                                                   
6 Clark C. Abt, The Social Audit for Management, Amocom, 1977, pp.258-264 
7 野村健太郎「CSR と会計―その意義と課題―」『社会関連会計研究』第 17 号, 2005 年, 4 頁。 
8 菊谷正人、前掲稿、18 頁。 
9 Global Reporting Initiative, Sustainability Reporting Guidelines, 1999. 
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会が 2003 年 3 月に公表した『第 15 回企業白書「市場の進化」と社会的責任経営―企業の
信頼構築と持続的な価値創造にむけて―』、2004 年 4 月に公表した『自己評価レポート 2003
―日本企業の CSR:現状と課題―』であると言われている12。2003 年は「CSR 元年」であ
ると称されるように、財界における CSR の高まりにより「CSR 報告書」を公表する企業が
増えてきた。その場合、「環境報告書」と「CSR 報告書」の融合化現象が始まり、いずれは
「CSR 報告書」に転換・統合されていくのかもしれない。さらに、企業の社会的責任のみ
ならず、あらゆる組織の社会的責任も対象とする「SR 報告書」（social responsibility report）
の構築が提案されている13。 










                                                   
10 郡司 健「環境・CSR 報告付加価値環境会計」『社会関連会計研究』第 17 号, 9 頁。 
11 東芝『東芝グループ 環境レポート 2009』2009 年。 
  東芝『CSR 報告書 2009 社会的責任』2009 年。 
  なお、2009 年 3 月期には東京電力では『サステナビリティレポート 2009』、佐川急便では『SG ホール
ディングズグループ CSR レポート Sustainability Report 2009』が公表されている。 
12 山口厚江「“profession”としての経営者」黒川保美＝赤羽新太郎編著『CSR グランド戦略』白桃書房、
2009 年、40 頁。 
13 勝山進「CSR の進展と企業報告拡充化の課題」『企業会計』第 61 巻第 10 号、2009 年、4-5 頁。 
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 1.7 報告書の作成型式 
 この指令以降、アニュアルリポートにおけるＣＳＲ情報の開示規制はどんどん激しく
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社ぐらいがカーボンリポートの提出を義務づけられています。 
 それから、英国では去年気候変動法という法律ができました。気候変動法には 2050 年
までに 90 年比で二酸化炭素排出量を 80％減らすという数値目標が書き込まれています。
世界的にも、法律の中に数値目標が書き込んである国は現在英国だけなのです。この目
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は、現在対応できる見通しのようです。しかし、もう一社は達成できない可能性がある
とのことで、そうなれば、ＥＵ市場で車が売れなくなります。 
 日本のメーカーは、ガソリンを満タンにして 400～ 500 キロ走れることを条件に、自
動車作りを考えてきたように思います。しかし、現実に市場化された電気自動車は、満
充電にしても 80 キロぐらいしか走らない。クーラーをつけると 40 キロぐらいで再度充
電が必要になる。そういう技術水準なので、日本では、電気自動車ではなく、走行距離
の確保できるハイブリッドカーの方向へ行ってしまうのです。ちなみに、アメリカで実
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われています。しかし、こうした True & Fair View の形式的要件だけでは投資家の情
報要求を満たすのに十分ではないケースがあります。 
 例えば、この赤で囲んだところです。これが、True & Fair View の実質的要件だと
すると、不足する情報を追加しなければいけない。これが法律の要求しない事項であっ
ても追加せざるを得ない。それから、左側は不要な情報なので、報告書から排除します。 
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 会計基準には「離脱規定」という考え方があります。True & Fair View が支配する
アニュアルリポートの情報は、法律が開示要求する事項であっても、それを書くことで
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 それで、今、一番何が True & Fair View の対象になっているのかをお話ししたいと
思います。気候変動情報の中でも、ヨーロッパで True & Fair View の範囲に入ってき
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 例えば、Ｓｃｏｐｅ３倍率(Ｓｃｏｐｅ1 排出量とＳｃｏｐｅ2 排出量の合計をＳｃｏ
ｐｅ３排出量で除した数値)が一番大きいのは東京ガスですが、東京ガスのＳｃｏｐｅ３
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Ⅲ ディスカッション 
○    では、フリーディスカッションという形でお願いいたします。どうぞご自由
に議論してください。 
 
 1 日本の状況について 
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○    これは利潤動機というイギリスの環境に対しての声が大きいですよね。それ
は一時期、北海油田とか石炭から借りてとかいろいろあるのでしょうけれども、これは
どういう利潤動機というように推測されるのですか。 
○上妻  余りうがった見方はできないのですけれども…… 
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3 各国の政策 
○    そういう意味で、大きな味方は中国とインドですね。 
○上妻  そうですね。 
























○上妻  個別の企業ではあります。 
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 ○    そうすると、先ほどのサプライチェーンの定義というのなら、例えば、ト
ヨタ自動車にとってみれば、売った台数もサプライチェーン――サプライチェーンとい
うのは、部品だとか…… 
○上妻  川上のほうですか。 
○    はい、川上。運ぶときとか。という概念だったとしたら、これは…… 
○上妻  製品そのものです。 




○    でも、Ｓｃｏｐｅ１、Ｓｃｏｐｅ２については、日本は結構すごいよと。ち
ゃんと計測をもっていると。 
○上妻  ちゃんと計測システムをもっています。 
○    ところが、突然サプライチェーンなどで、その定義によっては、日本が制度
も何もない中で非常に不利になってくると。さっき国際標準の土俵にもっていくことを
回避？したわけですよね。ということは、日本の個別企業も理解していないわけですか。 







○    論理構造とすると、ＢＩＳ規制とそっくりなのです。銀行業に対するＢＩＳ
 Hosei University RepositoryUniversity Repository

















○上妻  そうですね。 







○    それと、考えの大枠は別ですけれども、今、ＩＳＯで、ガイドラインですが、
ＣＳＲをＩＳＯで…… 
○上妻  ２６０００ですか。 
○    それは、例えば、こういうＥＵなどの先行の部分を取り入れていこうという
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ＥＵの…… 
○上妻  いや、わからないです。私は、なぜ日本人が ISO26000 にそんなに熱心にな
るのかが理解できないです。日本では、何でも ISO 化して、その中に日本の要求を入れ
込もうとしますが、２６０００は任意の規格ですし･･･。 
















○    頑張っているのですか。 
○上妻  頑張っているのですが、英国は自国の規格をもっていて、必ずしも ISO には
熱心でないし、フランスは最初のうち熱心だったけれども、現在では自国の規格を作っ
ています 
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○    考え方の違いが大きいですよね。 
○上妻  すごく大きいです。 
 
6 企業はＣＳＲ活動をどう捉えているか 
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○上妻  サスティナビリティ・インデックス。 














○    マークス＆スペンサーが一番評価が高いのですか。 
○上妻  評価が高いです。 
○    先ほどのＳＲＩ投資も。 
○上妻  はい。だから、市民はよく見ているなと思います。 
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それに伴う社会的な結着力の強化によって、産業競争力を高めようとする考え方です。
気候変動政策も同じような考え方です。だから、やっぱり産業政策なのです。 






















○    そういわれてもな（笑声）。日本の企業にもそういうところが…… 
○    会計の専門家の先生方、どうぞご質問を。 
○    だから、会計学はいい研究テーマをつかみましたよね。フローをみている人
が一番よくわかるから。組織をみていたり、戦略をみていたり、マーケットをみている
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○    これは国際会計基準というのですか、今、いろんな変更がありますけれども、
例えば、こういったものが当然舞台に上がるという…… 
○上妻  非財務情報に関しては、もうアジェンダに載ってきています。 
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○    今日のお話の電気自動車の中には燃料電池車は含まれているのですか。 
○上妻  燃料電池車は全く含まれていません。 


















 10 ＣＳＲの研究で見えること 
○    ＣＳＲの報告規制の動きをみていると焦るね。確かにこれは、日本は全然や
っていない部分もあるから、どのように…… 
○    でも、最近は立派なＣＳＲレポートも増えましたよ。それはなぜかという疑
問もまた一方であるのですけれども。 
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○    ＥＵがやると、いつも何か日本は。         
○    確かにおもしろいですね。 
○上妻  一番いけないのはマスコミです。マスコミがほとんど大事なＥＵのニュース
を報じないですね。 
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11 ＮＧＯ活動と、日本企業の強みについて 
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業の場合でも、ある程度外国人株主の数が尐なくない企業の場合は、そういう情報は今
のところ要求されていないのですか。 
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○    そうなのだよね。そっちにいっていかないといけないと。やらないことによ
るコストというのはでかいよと。というのは、切りかわりだけれども、日本の場合は難
しいですよね。 
○    まだ議論はあろうかと思いますけれども、もう大分深まりましたので、今日
はこれで閉じさせていただきたいと思います。上妻先生、遅くまでどうもありがとうご
ざいました。 
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